
Sh~ 凪t~q信越ホリマクルフ

Living With Green 

2001年版

環境報告書



本報告書のご利用にあたって

~ ） （報告書対象分野 ーヽノ

・環境省「環境報告書ガイドライン2000年度版」に準拠

して作成しました。ただし、「環境会計情報の総括」

「事業エリアの上流・下流での環境負悔の状況及びその

低減対策」、「輸送に係る環境負荷の状況及びその低減

対策」等については記載しておりません。これらにつ

いては、次年度以降取り組む予定です。

• 信越ポリマーグループの社員が持つ環境保全意識を、

等身大でお伝えできるよう社員が登場して紹介します。

（報告書対象期間

2000年4 月 ~2001 年3 月

ーヽノ

~ 
2001年10月

ーヽノ

（次回発行予定

2002年10月

（報告書対象組織

●信越ポリマ一（株）／東京工場

●信越ポリマ一（株）／南陽工場

●信越ポリマ一（株）／児玉工場

●しなのポリマ一（株）

●新潟ポリマ一（株）

●浦和ポリマ一（株）

本報告書は環境分野について報告しています。当社

の事業一般、財務情報等の詳細は会社案内をご覧くだ

さい。

（シンボルマークについて

表紙

「“グリーンな環境”の中で当社のキラ

リと光る価値を生み出していこう」と

いった気持ちを、緑の葉と光る露に託

して表現しました。

ヽ`ノ

裏表紙

藍色の水、緑の樹木、青い空の組み

合せで「生命力を継続的に発展させ

よう」、またShin-Etsuカラーで信越

ポリマーの発展をイメージしまし

た。

ーヽノ
（装丁について ーヽノ

ーヽノ

塾い - iWil ..... 
― 
1
ii ．
 

大きな大きな地球にとって、信越ポリマーグループが取

り組む環境保全活動はまだまだ微力でしかないでしょう。

しかし、いずれこの小さな取り組みが、芽をだし、葉をつ

け、きっと大きな花を咲かせるはず。永遠に環境保全活動

に取り組み続ける私たちの意気込みを、この装丁で表現し

ました。
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病ごあいさつ

21世紀は環境の世紀とも言われています。日本においては、

かつて、企業活動等の結果として引き起こされた公害問題が、

大きな社会的、国家的問題となったことがあります。この問題

に対し、わが国は法の整備を進め、多 くの関係者の懸命の努力

によって、これを乗り越えることが出来ました。

このような問題が全世界的に広がり、地球上に住む人々の共

通する問題として取り上げられるようになったのが、環境問題

ではないでしょうか。環境問題には地球温暖化、環境汚染、資

源枯渇等、私達を取り巻く生活環境の問題から、エネルギーの

問題まで幅広い内容が含まれています。しかし、かつてのわが

国が公害問題をクリアできたように、地球上の多くの人々が協

力し合って努力すれば、この問題も解決できるのではないでし

ょうか。美しい地球を、微妙にバランスしている生態系を、で

きる限り良い状態にして、未来の地球人に引き渡すことが私達

の使命だと考えます。

企業の立場でこのような環境問題に取り組むために、当社で

は昨年から『グリーン運動』をスタートさせました。これは、

わが国の法が求めている種々の対策等を確実に実行すること

と、企業として求められている環境負楠の低減、省資源問題等

を具体的に実現するための全社運動です。このような運動の成

果は、環境問題全体から見れば微々たるものに過ぎませんが、

当社にとっては、大きな成果を生み出すものと期待しています。

それは、コストという観点からです。企業における環境問題へ

の取り組みは、企業が存続し続ける上で不可欠な、「生産」「消

費」「再生産」のサイクルを維持、拡大させていくための必要

コストであるとの認識に立ち、一時的にアップになったとして

も、長い目で見れば、社会的にも評価を得、生産活動が拡大し、

結果的に企業体質が強化されるようなものであるべきであると

考えます。

過去においては、企業競争に勝ち抜くための懸命な努力が、

不幸なことに公害問題を引き起こしてしまいましたが、これか

らは、その懸命な努力が結果的に、環境に優しい企業に繋がる

ようにならなければならないと思います。

代表取締役社長

口 油 致、
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國事業活動と環境とのかかわリ
part.O主要製品

信越ポリマーは、 塩ビ（ポリ塩化ビニ）レ）とシリコーンゴム

の二つの素材をキーマテリアルとして、電子材料から包装資材、

建築 •土木資材に至る幅広い分野で製品を提供しています。

ここでは環境負荷と環境保全活動の関係を資材調達や製品の

開発 • 製造といった企業活動に沿ってまとめました。

ー
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●ラップフィルム

その他プラスチック
●塩ビパイプ

| （ ヽ

ノ

,---、

シ
リ
コ
ー
ン
ゴ
ム

'--—,../ 

●キーパッ ド（ラバーコンタクト）

● OA機器用邪品 ●シリコーンゴム成形品 エレクトロパック関連製品
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國事業活動と環境とのかかわリ
part.0ィンプットとアウトプット

+++++++++++++ 
↓ 

原料の調達

主原料： 61,280 t 
副原料： 13,920 t 
（含PRTR対象物質 ：1,088 t) 

環 境
Source ++++++++~++++ 
! 

資源• エネルギーの調達

電力： 69,080千kWh
燃 料： 1,880 kl C原油換算）
用水 ： 335千ma

インプット

アウトプット

CO2排出量： 28,620 t -CO2 
排水： 275千ma

製品：ワ0,450t 

廃棄物総排出量 ：4, ワ00t (100%) 

PRTR対象物質の大気排出 ：53 t 

環境
Sink 

++9+ 

単純焼却量 ： 550 t (12 %) 
埋立量 ：1,150t (24%) 
(PRTR対象物質の廃棄物移動： 13 t) 

リサイクル量： 3,000 t (64 %) + 
↓ 

會會會會會 社会 會會會會會

↓
 
環境
Sink 

++++ 
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國事業活動と環境とのかかわリ
part.9環境保全活動概要

ビジョン• ポリシー

信越ポリマ一環境基本方針

●新経営戦略計画
●環境基本方針

マネジメント
●環境マネジメントシステム

●安全衛生活動

●エコロジカ）レ
製品開発

P.12, 13 

P.8,9 

P.10, 11 

P.24 

グリーン運動
●全社的なグリーン運動の
取リ組み

P.22,23 

コミュニケーション
●情報開示
●社会貢献活動 P.25 

●ノニルフェノー）しl
肉題

●省エネルギー
P.14, 15 

●廃棄物削減・
リサイク）レ
P.16, 17 

●化学物質管理
P.18, 19 

P.20,21 
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圃産輝経営戦略計画・環境基本方針•
クリーン運動

信越ポリマーでは、中期経営計画として「新経営戦略

計画」を掲げておリます。その中で、地球環境保全を使

命の 1つとして位置づけています。
そして、地球環境保全に関する基本理念・ 行動方針を

「環境基本方針」として定めています。また、信越ポリ

マー全グループの活動として2000年4月よリ「グリー
ン運動」を展開しておリます。

21世紀！ 新たなる挑戦と飛躍
将来の展望と希望を実現し、
創造性と活力に充ちた企業を目指そう。

信越ポリマー

新経営
戦略計画

責

すと
サ

I

業企

k

つよ
品

る

げ

製

い

遂

る

て

を

す

れ

長

資

ら

成

に

め

で

長

求

ト

成

の

そ

ッケ
造

I
J

し

合居

マ

値

対

、

価

に

り

の

境

よ

客

環

顧

球

に

る

地

ス

な

び

ビ

と

し

―

―

案

ら

及

サ

ナ

提

す

会

・

卜

、

供

社

品

一

え

提

、

製

パ

考

に

員

な

な

で

ル

業

ブ

カ

場

バ

従

ィ

強

立

一

テ

、

の

口

客

す

一

の

客

グ

顧

た

ベ

業

顧

を

、

果

ノ

企

に

ス

主

を

朱

壬回

イ

る

常

ビ

麟
寵

図

基本方針
グリーン運動は、環境面からの企業体質の強化・改善及び向上であり、

これを当社の企業活動として定着させます。

信越ポリマー

グリーン
運動

行動指針

寵環境パフォーマンスの改善• 向上
①エネルギー使用量及びco叶非出量削減を推進する。
②ゼロエミッションに向けて、廃棄物排出量削減、再利用、再資源化（リ

サイクル）を推進する。

③北学物質の適正管理、 PR1R対象物質の排出量及び移動量の削減を推進す

る。

国環境マネジメントシステムの確立
①全生産事業所においてIS014001認証を取得し継続的改善を図る。

国社会との環境コミュニケーション
①環境報告書の発行、インターネット・ホームページの活用などを通じて、当

社グリーン運動の取組みを適切に社会に伝える。

②顧客に対しで必要な環境• 安全情報を提供するための体制を確立する。
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信越ポリマー

環境
基本方針

2000年3月3日制定

〔基本理念 ーヽーノ

信越ポリマーグループは、地球環境保全を経営の最重要課題の一つと認識し、そ

の求められている社会的責務を果たすことにより、持続可能な発展をめざした循環

型経済社会の構築に積極的に参画します。

こ 、ー
寵 環境保全活動を効果的・継続的に推進するための組織・体制を整備します。

図 省資源、省エネルギー、廃棄物削減、リサイクル、環境汚染物質の適正管理

について、関係する法規制等を遵守すると共に、技術的、経済的に可能な範

囲で、より高い目標を定め、環境保全の目的とするところを達成します。

国 新製品開発の段階から、調達• 生産・使用及び廃棄に至る各段階での環境影

響を評価し、環境負荷の低減に努めます。

ロ 環境教育等により、全社員に対して環境基本方針の理解と、環境意識の向上

を図ります。

国 環境保全活動の実施状況について、広 く外部に情報を公開し、地域社会との

共生を図ります。

ー
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O環境マネジメントシステム

国際規格である環境マネジメントシステム「IS014001」を環境保全に有効なシステムと

捉え、海外を含むグループ企業の全生産事業所において認証取得を推進しました。

〔環境マネジメント組織図 、.J
（環境負荷低減を目指すPOCAサイク）レ 〕

（児玉工場POCAサイク）レの一例）
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〔事業所別 IS014001認証取得状況 ーヽーノ

事業所名

東京工場

南陽工場

認証取得／期日 認証番号

2001.07.23 

2001.02.26 

児玉工場 1999.01.11 

しなのポリマー 1999.04.05 

浦和ポリマー

新潟ポリマー

2001.04.23 

2001.11予定

認証機関 生産品目 所在地

JCQA-E-0270 日本化学 インターコネクタ一、 埼玉県さいたま市
キューエイ プラスチックシート閲連製品、 吉野町1-406-1

ラップフィルム、

塩ビパイプ関連製品、
プラスチック波板、

塩ビコンパウンド
ー• C~ • 

JCQA-E-0232 日本化学 塩ビパイプ関連製品、 山口県新南陽市

キューエイ ラップフィルム 開成町4985

JCQA-E-0040 日本化学 キーパッド（ラバーコンタクト）、埼玉県神川町
キューエイ OA機呑用剖品、 大字元原字豊原300-5

シリコーンゴム成形品

JCOA-E-0056 日本化学 キーパッド（ラバーコンタクト）、長野凛塩尻市
キューエイ インターコネクター、 大字広丘堅石2146-5

シリコーンゴム成形品

JCQA-E-0252 日本化学 エレク トロバック関連製品
キューエイ

半導体関連容器

埼玉県北葛飾郡
栗橋町小右衛門 1333

新潟凛糸魚川市
大字大和川ワ15 I
 海外事業所IS014001認証取得状況

事業所名 認証取得／期日 認証番号 認証機関

Shin-Etsu Polymer (Malaysia) Sdn.Bhd. 2000.09.27 

Shin-Etsu Polymer Europe B.V. 

蘇州信越緊合有限公司

2001.06.12 

2001.10予定

73329 

2363/2.1 

Bureau Veritas Quality International 

TUV Nederland QA 

(1so1ワ025認定取得 ーヽーノ

事業所名 認定取得／期日 認定番号 認定機関

分析センタ- 2001.04.11 RTL00870 面）日本適合性
認定協会 (JAB)

当社分析センターは、試験所・検査機関の国際規格で

あるIS017025(旧ガイド25)の認定を取得しました。こ

れにより、試験測定データの信頼性の維持・ 向上に一層

努めて参ります。
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圏研究• 開発
事業領域にとらわれることなく、広く環境保全に貢献で

きるようエコロジカルな製品の開発に取リ組んでいます。

（取リ組み状況 ヽ`ノ

ー

●カシカ
カシカはMgClz/MgO系粒子

を小袋詰した乾燥剤で上市して

3年になりますが、電子機器・

精密機器等の分野にはアウトガ

ス、微粉塵、形状等の問題から

参入できませんでした。そこで、

吸湿性不織布と透湿不透水フィ

ルムで包装した70%以上の吸湿

率を持つシート状乾燥剤を開発

し、既存のカシカとの補完• 相

乗効果による市場拡大を図って

います。

●融雪システム
遠赤外線を活用したシステム

を、融雪テクノ（恥と共同開発。

2000年秋に北海道地区の数力所

の駐車場で実地施工試験を行い、

高い評価を受けました。 2001年

より本システムの本格量産を開

始。遠赤外線を発生する『素子』

および当社開発の『ヒーティン

グケーブル』の販売を行ってい

ます。

●生分解性樹脂製品 （農業用）

生分解性を有する園芸作物用

『ランナークリ ップ』 を開発・実

用化しました。生分解性フェロ

モンデイスペンサーは信越化学

工業（株との共同開発です。

●生分解性樹脂製品 （産業用）

エアー緩衝材はポリエチレン

等汎用樹脂が主流でしたが、世

界で初めて生分解性を付与した

フィルムによる緩衝材を完成さ

せました。ソフト及びハードに

ついて 1年間成光産業（樹と共同

研究。環境問題意識の高い企業

に販売を行っています。

巴
、
-
―
―
―
―
ー
ノ

独自の技術と
発想によって実現した
画期的な融雪システム
三浦 常孝 （第―市場開発グループマネジャー）

第一市場開発グループでは、現在大きく 2

つのエコロジカル製品を展開しています。

一つは、 5年ほど前に上市して徐々にその認

知度と用途が広がりつつある「生分解性樹

脂」です。これは、土中の微生物によって

水と炭酸ガスに分解される樹脂ですが、こ

こ数年の環境意識の高まりとともに、さま

ざまな場面での需要拡大が期待されていま

す。特に、農業用資材（ランナークリップ

等）や梱包資材としての需要が伸びてきて

います。

また、省エネルギーという視点から注目

を集めているのが、「融雪システム」です。

これは、遠赤外線を効率良く放射する素子

を活用することにより、従来の電熱方式よ

り3分の 1のエネルギーで済むため、また、

市街地でのCO2をはじめとする排ガスもな

く、まさに環境にやさしいシステムとなっ

ています。

生分解性樹脂と融雪システム、この2つ

に共通しているのは、新たな発想や新たな

技術に当社独自の既存技術を組み合わせて、

市場やお客様のエコロジーニーズに対応し

ていくことであり、これが当社の強みとい

えるのではないでしょうか。

環境保全問題は、長期的視野に立った取

り組みが必要です。 ー朝ータに解決できる

問題ではないで しょう。しかし、そうした

中でもトータルに環境保全を考え、常に新

たな発想とアイデアを心がけながら、技術

的な確証をもって新しいエコロジカル製品

を開発していきたいと思っています。

12 



（エコロジー製品紹介 ーヽノ

カシカ
シリカゲル等を使用せず、天然に産出する菱苦土石

を焼成したマグネシア等を主成分とする吸湿乾燥剤

し
、内
一

二
~
ヽ

.̂、

f
[

I’

if9 

j
J
.

＼
ヽ

‘ゞt

‘̀ 呵層aユ
~~ ... 

II 
｀ 生分解性樹脂製品 （農業用）

土中の微生物によって水と炭酸ガスに分解される生

分解性樹脂を使用

・フェロモンデイスペンサー （害虫防除剤容器）

融雪システム
CHU (Cut Hydrogen Unit)遠赤外線放射素子を用いた効

率的融雪システム

＇ 
生分解性樹脂製品 （産業用）

半導体製品を輸出するためのパッケージ、緩衝材

‘ 

⑮ 
市場開発グループは平成6 その中で市場開発グループの では融雪システム、生分解性樹

年、 中長期テーマの研究開発を 開発方針は、 脂、二次電池用双極板、第二市

行う2研究所を補完する営業開 ①地球にやさしい製品 （環境負 場開発グループはシリコーンワ

発業務部門として設置されまし 荷ミニマム、 リサイ クル可能） イパー、第三市場開発グループ

グプルI場発市隣l

た。 ②人にやさしい製品（高齢化、 はカシカを担当しています。各

現在の市場動向は、ゼロエミ 少子化に対応）の開発 部門とも徹底したアウトソーシ

ッシ ョンヘの挑戦、エコロジ一 を重点課題と して取り上げてい ング（社内・社外を問わず）を

及びエコノミー指向、シルバー ます。 方針と し、収益拡大に努めなが

命腐 市場の成長等に整理されます。 市場開発グループは現在3部 ら新テーマ探索を行ってい ま

門あり、第一市場開発グループ す。

＼ 
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國 part.O省エネルギー
地球温暖化防止の基本はエネルギー使用量削減にあると

の考えのもと、 国内の全生産事業所において省エネ活動を

推進しています。当社は東京工場、南陽工場、児玉工場、

新潟ポリマーがエネルギー管理指定工場に指定されてお

リ、改正省エネ法に定める 「エネルギー消費量原単位年平

均1%削減」を目標として取リ組んでいます。

（取リ組み状況

●東京工場

・配電電圧の不均衡是正によ り電

力損失を低減しています。

・カレンダー製造設備の熱媒ボイ

ラーの効率化を図っています。

•工場建屋及び事務所の照明電力

を削減しています。

・2001年5月より東京工場の年間

総電力使用最の14%にあたる年

間発電量3,900千kWhのコ・ジェ

ネレーショ ンシステムの運転を

開始しています。

●南陽工場

ーヽノ

ー ・社内LANによりリアルタイムに

電力量の監視ができる電力管理

システムを導入しています。

• 電力管理システムに併設したデ

マンド装置により節電を行って

います。

●児玉工場

• 空調機コンプレッサの制御系を

省電カタイプに変更、またコン

プレッサのエア漏れ防止対策に

より、工場総電力の7.5%を削減

しています。

●しなのポリマー

・1S014001環境管理プログラムの

省エネ項目と連動して活動して

います。

●新潟ポリマー

• 射出成形機モーターの1成形サ

イクル内の消費電力解析、結露

対策のエアコン運転、停止時の

金型ビーター保温の見直し等を

行っています。

●浦和ポリマー

• 成形機等のコンプレッサの電力

使用量を総電力の5%分削減し

ています。

14 

［コ•ジェネレーションシステム ］ 
-― エネルギーの有効活用を
図リ省エネの意調を
啓蒙していく
若月 誠 凍記鴻工務グループマネジャー）

東京工場では、第一次オイルショックが

起こ った1973年頃から、継続的な省エネ活

動を行ってきました。重油からガスヘのエ

ネルギー転換、ボイラーの分散化によるエ

ネルギー消費の削減、自動制御回路の改善

による電力消費の削減、そして老朽化した

変電所の更新など、生産部門や時代のニー

ズに対応した省エネ活動を実践してきまし

た。

さらに、 ここ数年の環境保全意識の高ま

りに対応し、 2001年5月に導入したのが

コ・ジェネレーションシステム（コ・ジェ

ネ）です。コ・ジェネとは、発電時に発生

する熱をエネルギーとして再利用するシス

テムで、電気と熱を同時に使用でき、高い

省エネルギー効果を得ることができます。

当工場でも、エネルギーコストの削減と環

境問題対策という目的のために導入を計画。

工務グループが中心と なり、約1年の時間

をかけて導入しました。

当工場が導入したコ・ジェネは、国内初

のまったく新しい最新鋭タイプ。非常にエ

ネルギー効率も良く、 38%と大型発電所な

みの発電効率を誇ります。また、計算上で

は、二酸化炭素の排出を従来より 4.9%削減

することができるなど、環境面でも大きな

効果が期待できます。エ務グループとして

は、この高性能なシステムを順調に稼働さ

せ続けるとともに、積極的かつ効率的な廃

熱利用を行っていきたいと考えています。

省エネ活動の要諦は、不要なものはなく

す、設備を適切な大きさにする、エネルギ

ーロスを防ぐ、ということであり、地道な

努力を続けることが重要だと考えています。

特に、設備や施設の改善もさることながら、

さらに重要なのは働く人々の省エネに対す

る意識です。例えば、使わない電気はこま

めに消すといった小さなことの積み重ねが

大きな省エネにつながっていきます。省エ

ネに関して技術的なアプローチを続けると

ともに、社員への啓蒙を積極的に行ってい

くことが、私たちのこれからの大きな役割

といえるでしょう。



（事業所別エネルギー使用実態

浦和ポリマー5%

4 

ーヽノ （原油換算エネルギー使用量年次推移 ーヽノ

信越ポリマー (3工場）
用途別エネルギー使用実態
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（エネルギー管理指定工場※ ） 

事業所名

東京工場

南陽工場

児玉工場

しなのポリマー
h 

新潟ポリマー

浦和ポリマー

電気第1種電気第2種熱第1種 熱第2種

= 0 - =――° 

゜゚
゜

※「エネルギー使用の合理化に関する法律」における

エネルギー管理指定工場

電気第 1種 ：年間電力使用量 1,200万kWh以上

電気第2種： 年間電力使用量600万kWh以上 1,200万kWh未満

熱第 1種： 年周燃料使用量（原油換算） 3,000kl以上

熱第 2種：年間燃料使用量（原油換算） 1,500kl以上3,000kl未満

〇：指定ー ：非指定

⑮ 
信越ポリマーではグリ ーン運 PRTR)」の2つが設置されました。 リサイクル部会

動のスタートと 同時に、国内生 省エネ部会のもとには各生産

産事業所を横断するテーマ分科 事業所に省エネ推進作業部会が

会 「省エネ部会」「リサイクル部 組織されています。

テグ 会（廃棄物削減 ・リサイクル・ 省エネ部会で全社的な省エネ

I リ 問題を各事業所にプレークダウ

マI ンし、全体の方向を見据えなが

賃ン ら各事業所の推進組織で個別の 果、各事業所での個々の生産プ

省エネ活動を進めています。 ロセスにおける電力やガスの消

｀ 
活動を始めて一年余り。組織 費を低減させるなどの成果が表

的な省エネ活動が構築され、結 れてきています。
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國part.@
各事業所の廃棄物削減 ・リサイクル推進ワーキンググ
ループを中心に、項目別廃棄物発生量・ 処理費用の把握
と対策から、産業廃棄物のマニフェスト （管理票）管理、
及び3R (リデュース・リュース・リサイク）レ）を踏ま
え、「埋立ゼロ ・単純焼却ゼロ」を目標に、廃棄物排出

量の削減を推進しています。

廃棄物削減 リサイクル

（取リ組み状況

● 「埋立ゼロ ・単純焼却ゼロ」を目指す

従来は廃棄物と見なされなかった「有価物」（リサイクルを目

的に中間処理業者に売却しているもの）も循環型社会形成推進

基本法に従い廃棄物に分類して集計する新ルールを制定。「埋立

ゼロ・ 単純焼却ゼロ」を目標に廃棄物総排出量の低減に取り組ん

でいます。

廃棄物総排出量＝埋立量十単純焼却量十リサイク）レ量

ーヽノ

（廃プラスチック• リサイクルの取リ組み ）
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廃プラスチックのセメント原燃料化

セメント製造過程で
廃プラスチックを
再資涼化
島崎

環境への負荷を低減させな

がら廃棄物を処理することが、

私たち企業には求められてい

ます。しなのポリマーでは従

来、製造工程で生じた廃プラ

スチックを埋立処分してきま

した。しかし、埋立地の残存

年数が10数年となったことや

地域社会の環境保全意識の高

まり を受け、 3年前からセメ ン

トの原燃料としてリサイ クル

する方針に切り替えています。

セメント製造工程での焼成時

に、石炭の代替燃料として廃

プラスチック を使用するので

す。

セメ ントを製造するロータ

リーキルンという回転窯は約

1500℃の高温状態のため、可

燃性成分は完全燃焼ができ、

大気汚染を引き起こす心配が

ありません。また、廃プラス

チックの持つ熱量のほとんど

がセメン ト製造燃料として利

用され、燃えがらも全てセメ

ント原材料として有効に利用

されます。そう いう意味でも

セメントはリサイ クルの優等

生。私たちが目指す環境負荷

の低い廃棄物処理を、確実に

実現してくれるのです。実際、

近隣企業からは私たちの取り

組みに対し多大な関心が寄せ

勇 （しなのポリマー知詞

られており、松本にある安曇

野工業会からは廃プラスチッ

クのリサイクル方法に対する

問い合わせを頂きま した。

現在、しなのポリマーでは5

工場全てがセメント原燃料化

を実践中ですが、今後はどの

ような廃プラスチッ クでも原

燃料としてリサイクルできる

よう 、最適なサイズに粉砕す

るための仕組み作りに着手し

ていきます。また、リサイク

ル可能な物質領域を拡大させ

ることで、リサイクル率も向

上させていきます。

しかし、何よ りも大切なこ

とは、排出される廃棄物量そ

のものを削減すること。リサ

イクルに積極的に取り組みな

がらも原料の生産性を向上さ

せ、ごみ分別を徹底させるこ

とで廃棄物削減に注力してい

きます。そして社員一人ひと

りの環境保全意識を高めるた

めに も社内教育に力を入れ、

社会に暮らすー企業人と して

社会貢献を実践していき ます。

5冨

n
 ̀~. u5 
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（廃棄物総排出量の年次推移 ） （事業所別廃棄物排出実態 ーヽノ

6,000 

108.8 

● 廃棄物総排出量 一 生産裔原単位片-120

101.6 .---4l5.7 __ 
寸 05b - t-100畠

吉

- . → -80 向

塁
60 位

新潟ポリマー 5%

浦和ポリマー 6% ~ さ
南陽工場

40 ヘ/ kg 

百

叶7"7「r-r-,叩 t'o仇
0 1996 1 997 1998 1999 2000年度0 

（廃棄物排出内訳 ） （廃棄物処理内訳

（信越ポリマー廃棄物区分• 分別基準
区分 分別基準

事業系 紙類

一般廃棄物

一般ゴミ•
生ゴミ

段ポー）レ等

産業 廃ブラスチック類

廃棄物

汚泥
ガラス・陶磁器屑

廃油

廃溶剤

廃酸•

廃アルカリ

金属類

その他

特別管理

産業廃棄物

コンピュータ用紙、事務用紙 （コピー用

紙等、機密文書等）

①一般紙、ミックスペーパー （ビニ）にコ

ート紙、宅配便梱包紙、窓付き封筒、

光沢紙、写真、ノンカーボン紙等）

②一般ゴミ （木屑、植栽、除草、枯葉、

ウェス・ガーゼ• 軍手等布類、不織布、

梱包 • 包装紙袋等）

靡ゴミ （食堂残飯茶殻吸殻等）

段ボール、ボール紙、新聞紙、雑誌

①塩ビ、非塩ビ (PS、PET、ABS、PC、
pp、PE等）

②シリコーンゴム、その他合成ゴム

汚泥、粉状プラスチック等

ガラス屑、陶磁器屑耐失レンガ屑等

潤滑油、可塑剤、液状安定剤、洗浄油、

鉱物油•動楢物油等
引尖点70℃L丈上の有機溶剤 • インク等
① pH2.1以上の廃酸憫謡酸、廃塩酸等）
② pH12.4以下の廃アルカリ
（廃ソーダ液金属石けん液等）

③アルコール、その他酸性廃液等

鉄屑 （廃配管、切削屑、シャフト、ボル

ト、ナット等）空缶 （ペール缶、18蹂缶、
ドラム缶）、電線屑

上記に該当しないもの漉蛍光灯、廃乾電池、

廃パレット、 OA機器分別不能のもの）
① pH2.1以下の廃酸， ②pH12.4以上の廃
アルカリ＠沖寺定有害廃棄物 （試薬類、鉛、

水銀、ジクロルメタン）

Rsl失点ワ0℃以下の廃溶剤 ・廃油 （トル
エン、キシレン、灯油、軽油揮発油等）

ーヽノ

廃プラ ・マテリアル
リサイクル 40%

リサイクル
64% 

その他 1%

段ボール4%
金属類

7% 

⑮ 幻；言`じ学工業（株）」
しなのポリマーでは廃プラ

スチックのサーマルリサイク

ルを電気化学工業（樹に委託し

ています。その電気化学工業

は、セメントを始め、各種化

学品のメーカーです。同社は

『産廃プロジェク トチーム』

を結成し、地球負荷を低減す

る方法をお客様に提案してい

ます。 中でもセメントの主力

生産拠点である青海工場で

は、セメント製造の特性を活

かして廃油 ・廃プラスチッ

ク ・廃タイヤ等を代替燃料と

して受け入れており、今後さ

らにその量を拡大させようと

設備の充実化に取り組んでい

ます。 目指すは、資源循環型

社会の形成に貢献する「セメ

ントプラント・リサイクルシ

ステム」の構築です。
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霞l化学物質管理
労働安全衛生法や消防法、各種環境法・条例等に基づき化学

物質管理を行ってきましたが、 PRTR法 (2001年 1月施行）、
労働安全衛生法改正 (2000年4月施行）、毒物劇物取締法施行
令改正 (2001年 1月施行）等に基づき、化学物質管理システ

ムの見直しを行いました。現在はPRTR対象物質の排出 • 移動
量の低減、 有害性の低い物質への転換等を目標に化学物質管理

を推進しています。

（取リ組み状況 ーヽノ PR丁R対象物質の排出 •移動量集計システムの構築
● MSDS(製品安全データシート）

交付要請への対応

・MSDS交付義務のある当社製

品についてはPRTR法等を受け

た新様式MSDSの作成を完了

しています。

・MSDS交付義務対象外の当社

製品についてもユーザーの交

付要請に対応しています。

● PR丁R(環境汚染物質の排出・

移動登録）制度への対応

• 国内全事業所を対象とした

PRTR対象物質の把握を行い、

イントラネットを使った排

出 ・移動量集計システムを構

築しています。

• 新規原材料については使用の

都度、登録データの追加 • 更

新を継続しています。

MSDS : Material Safety Data 
Sheet 

PRTR : Pollutant Release and 
Transfer Register 

PRTR法（特定化学物質の環境への

排出量の把握及び管理の改善の促進に

対する法律）

1 年間の環境中 （大気 •水域• 土

壌）への「排出量」と廃棄物とし

ての「移動量」について、その事

業所がある都道府県知事へ報告

することが義務づけられていま

す。

全生産拠点における

化学物質情報を
データベース化
川西 郁生 （技術グループ主査）

全社的な技術的課題への取り組み以外に、

ここ数年技術グループの重要な役割となって

いるのが、 環境に関する新しい概念や技術の

導入です。

特に、 2001年初頭に施行されたPRTR法や

労働安全衛生法改正、あるいは毒物劇物取締

法施行令改正によって「化学物質管理」の重

要性がますます高まりつつあり、いかに徹底

した化学物質管理を行うかが求められていま

す。

なかでもPRTR法への対応は私たち樹脂加

エメーカーにとっては必須で、当社は本法施

行の前から「PRTR対象物質の排出・移動量

集計システム」の構築に取り組んできました。

これは、国内全事業所を対象としてPRTR対

象物質の把握を行い、それをデータベース化

したものをイントラネットによって社員が共

有できるようにするものです。 2001年前期に

は、そのデータベースをほぼ完成することが

できましたが、ここに至るまでには約2年の

時間がかかりました。

PRTR集計ソフ トには市販されているアプ

第1種指定化学物質 (354種） リケーションソフトもあり ますが、それは

PRTR対象物質（排出・移動量報告 PRTR対象物質を含む原料単体に対応したも

及びMSDS交付義務） のがほとんどです。 当社の場合は、いくつか

第2種指定化学物質 (81種） の原料を混合してひとつの製品をつくるわけ

MSDS交付義務のみの物質 ですから、各原材料の使用比率などを加味し

てシステムをつくらねばなりません。ですか

ら、まったく新しいオリジナルの集計システ

ムを構築する必要がありました。

また、原料の種類と数が多岐にわたってい

るため、各原料メーカーに情報提供をお願い

することも大変でした。特にPRTR法施行前

には何ら法的背景がなかったので、予想以上

に手間がかかりました。

しかし、まだまだこれで終わりではありま

せん。国内事業所だけではな く、当社の海外

生産拠点における化学物質管理推進への協力

をしていくこと。そして、当たり前のことな

がら、この集計システムを上手に活用し、

PRTR対象物質の使用量を実際に削減してい

くことに注力していきたいと考えています。
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(PR丁R対象物質麟量排出及噴多動量 、’ーノ
アジピン酸ビス (2-エチルヘキシル） 0.02 

2,2'ーアゾビスイソプチロニトリル＝ 0.00 
アンチモン及びその化合物。合百

4,4'-イソプロピリデンジフェノール＝ 0.01 
． 

ビスフェノールA型エポキシ樹脂 （液状のもの） 0.04 

pーオクチルフェノール~ 0.03 

キシレン

銀及びその水溶性化合物
0.00 

嘩クロム化合物名箆

N,Nージメチルホルムアミドー'3L召
有機スズ化合物 0.翁＿ 
トルエン

鉛及びその化合物 0.22

ノニ）レフェノール
_':""': 
0.02 

フタル酸ビス (2-エチ）レヘキシル）

フタル酸ーnープチル＝ベンジル 0.02

ポリ （オキシエチレン）＝アルキルエーテルLJ,m 
- -=--1.64 

I 

ポリ（オキシエチレン）＝オクチ）レフェニ）レエープル 0.03

1 

5.93 

s'.34 
I'i 

10.69 

l'2c¥.80 
'25.57 

_33Jos I 
33.06 

e竺ー量(t)
I''I  

I . 

I 
168.27 

I 

ャ—了

排出及ひ移動~
I . 

'
,

6

，
ー
，

゜
，
 
s
 

—
——
71
1|| 

J
 

1000 

(PRTR対象物質総使用量内訳 ) (PR丁R集計システム）

リサイクル量
4.6% 

製品
移行量
89% 

PRTR 

集旦
シスTム 言``
｀

（有）清田商店は、関東では大手の塩ビの

リサイ クルを専門で行う企業です。東京

工場から排出された塩ビのスクラッ プの

ほぽ100%が同社に集められ、リサイク

ルのための再生原料になります。現在、

東京工場では塩ビ廃棄物を出来るだけ再

生原料になるよう努力しています。

(PRTR対象物質集計表 ーヽノ
ヰ今

寸象物質
総使用量 大気への 水域•土壌への廃棄物として

苗号 (t) 排出置(t) 排出塁 (t)の移動量(t)

9 アジピン酸ビス (2-エチ）Vヘキシ）ii) 5.93 0.01 0.00 0.01 
~ ~. 

13 2,2'ーアゾビスイソブチロニトリ）ii 5.34 0.00 0.00 0.00 

25 アンチモン及びそ収袷物 10.69 0.00 0.00 0.02 

29 4,4'ーイソブロピリデンジフェノー）レ侶烙ビスフェ/-JIIA) 3.74 0.00 0.00 0.01 

30 ビスフェ/-JIIA型エポキ汎罰指億状のもの） 15.34 0.00 0.00 0.04 

59 Pーオクチルフェ)-)Ii 1.79 0.00 0.00 0.03 
. -- . ··~= 

63 キシレン 25.80 20.90 0.00 4.67 
-~:r .'=  = ・．． 

64 銀及びその水沼悧袷物 6.16 0.00 0.00 0.00 
'~-

69 6籠クロム化合物 0.02 0.00 0.00 0.00 

172 N,Nージメチルホ）Vムアミド 1.37 1.37 0.00 0.00 

176 有機スズ化合物 13.08 0.06 0.00 0.93 

227 トルエン 33.05 28.28 0.00 4.78 

230 紐びそ呪緯 168.27 0.02 0.00 0.20 

242 J二Jレフェノー)Ii 5.68 0.00 0.00 0.02 -- . 
272 フタ）准ビス (2-エチ）レヘキシ）ii) 715.06 0.75 0.00 2.09 ．． 
273 フタM俊— n ーブチ）Ii=ベンジ）ii 6.29 0,01 000 0,01 

30ワ ポリ（オキシエチレン）＝アルキ）Vエーテ）ii 68.53 1.57 0.00 0.05 

308 ポリ（オキシエチレン）＝オクチ）Vフェニ）Vエーテ）ii 1.64 0.00 0.00 0,03 

合計 1,087.78 52.97 0.00 12.89 

(100%) (4.9%) (0%) (1.2%) 

PRTR交•一..一

•=言冒｀ソニ

一

〇メーカーで床タイルやスイ
ッチポックス、防水シートな
どに再利用されています。、II 

〇週に数回、東京工場で出た各種
塩ビスクラップが清田商店へ運ば

れます。（左から清田商店の岡嶋
さんと当社総合企画グループの木
下マネジャー）

＊竺壬翌悶こ場で不要になったものをリ
サイクルしています。

ー
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菖 営業

プラスチックカ0エメーカーである信越ポリマーグループ

にとって、 ラップフィルムは取リ扱い製品の一つです。環

境とラップフィルムと言えば、 1999年頃から指摘されたノ

二）レフェノール肉題。 当社もラップフィルム業界に身を置

＜ー企業として、その対応に積極的に取リ組んできました。

企業市民である私たちが、 自らの安全や環境に対する姿

勢を伝えることは貴務です。私たちはこれからも積極的な

情報公開に取リ組んでいきます。

""'● 9● """"""'"●9 

取リ組み状況 ヽ
＇ 

ノニルフェノール問題が指摘

されてから、素早い予防措置、

情報公開を実施しました。

●安全性に対する基本姿勢

• メーカーとして必要な情報を

提供

・専門的な知識は対話を通して

説明

・現在の技術水準で可能なもの

は極力消費者の希望に沿う

l成果
ノ

ノニルフェノール問題に積極

的に取り組んだ結果、短期間で

消背者、行政との対話が実現し

ました。

〔；ートフィルム事業本部営業 ] 
お客様最優先の姿勢で
ノニ）レフェノー）レ周題の
早期解決を実現
白方 浩輔 （シートフィルム叩箆本部フィルム開発グループマネジャー）

信越ポリマーの中で一番消費者の側で

仕事をしているのが私たち営業担当者で

す。求められているのは常にお客様の声

に耳を傾け、できるだけ早くレスポンス

すること。例えばお客様が当社製品に疑

問等を抱けば、不安を取り除くよう対応

することも重要な仕事となっています。

これまで私たちはVEC(塩ビ工業・環境

協会）など各協会と連携しながら、様々

な情報をデイスクローズしてきました。

その一例として1999年始め頃、ノニル

フェノールの安全性に対する注目が一部

社会的に問題にされるようになりました。

ノニルフェノールとは「内分泌かく乱化

学物質（環境ホルモン）」の疑いが指摘さ

れている物質です。塩化ビニル製ラップ

フィルムの製造過程で、添加剤物質が化

学反応をおこしてノニルフェノールが生

成することがその後の調査で判明しまし

た。そのため消費者団体からは、塩ビラ

ップの製品回収、製造販売の中止、成分

情報の開示という 3つの要望が提出されま

した。ノニルフェノールは環境庁が公表

した「環境ホルモンの疑いがあるとされ

る物質 (67物質）のリスト」に含まれて

はいますが、フィルム製造に使用してい

た物質は全て国内法規と FDA(米国食品

医薬品局 ：Food and Drug Administration)の

認可を得た物質です。製造中止は企業の

存続をおびやかし、成分情報の開示は企

業秘密を明かすことにもなりかねません。

当社を含む業界全体は、消費者団体から

の抗議に反発する姿勢をとってきました。

平行線を辿ったままの話合いや意見交

換が幾度となく行われました。その過程

で私たちは、人々が深刻な不安を抱えて

いることを知りました。その結果、結論

が見出せない討論を続けるのは企業行動

としては不適切であり、法的に問題がな

いからといって、人々に不安を与える製

品を製造すべきでないという結論に達し

ました。

問題が指摘されてから約1年後の2000年

2月、業界各社は自主的にノニルフェノ ー

ルが発生しない添加剤を使用する配合に

切り替えました。極力、消費者の希望に
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を知ってほしいとの思いから2000年10 り続けるため積極的に情報を開示し、沿うべきとの判断からです。ただ、製

品回収には対応ができなかったため、

新しい添加剤に切り替えた製品である

か否かを判断できるよう製造年月日を

分かりやすく明示する処置も取られま

した。

月にラ ップフィルムの情報開示を業界 信越ポリマーグループの基本姿勢を伝

として決定しました。約2ヵ月間の準＼

日本における環境ホルモン問題の第

一人者、井口泰泉 ・元横浜市立大理学

部教授からは「一般市民に影響が出な

いようにと、国に先駆けてメーカー側

が積極的に対応策を取ったことは歓迎

すべきで、その意義は大きい」（平成

12年1月24、日付 朝日新聞夕刊）との

評価をいただきました。

最終的には成分情報の開示という問

題が残されました。消費者団体からは

新しく導入された添加剤はもちろん、

過去の成分情報も開示するよう強い要

求が続いていました。長い年月をかけ

て開発 した製品の成分l青報は、言わば

企業の財産です。公開することにため

らいがあったことは否めません。しか

し、最終的には何も悪いことはしてい

ないのだから隠す必要はない、安全性

公開された情報
～塩ビ製ストレッチフィルムに用いられる化学物質～

原材料ポリ塩化ビつレ
● ,,, __ , ●-—:-:=-=一:::. ·,:;『●::;='=: 
可塑剤 アジピン酸ジイソノニ）レ

アジピン酸ジ-n-アルキ）レ

アジピン酸ジアルキル

アジピン酸ポリエステル

グリセリン酢酸脂肪酸エステル

エポキシ化大豆油

エポキシ化アマニ油

エポキシ化アマニ油脂肪酸エステル

安定剤n冗ト:7'-ヴ広化合物
亜鉛化合物（非水溶性）

マグネシウム化合物

硫黄系酸化防止剤

フェノール系酸化防止剤

アルコール類

パラフィン類
9、""'',,.,~ ● ; "''「

防曇剤 クリセリン脂肪酸工ステル

ソ）レビタン脂肪酸エステル

高級脂肪酸アルキ）レエーテル

滑剤 ステアリン酸等の高級脂肪酸

その他 ブタジエンメタクリル酸アルキルスチレン重合体

2000年 12月現在、日本ビニ）レ工業会

平成12年1月24日付朝日新聞夕刊

⑮ 塁こップフィルムの
日本ビニル工業会では2000年12月、塩ビラ ップフィルムの

安全性を消費者に広く 認識してもらうため原材料と添加剤の

化学物質名を公表しました。この中には1998年5月に環境庁が

公表したいわゆる環境ホルモンの疑いがあるとさ れる物質

(67物質）は含まれず、この情報開示によって安全性をアピー

ルしたのです。日本消費者連盟などが作る「環境ホルモン全

国市民団体テーブル」が現在も誤って非難しているのは塩ビ

ラップから溶出するノニルフェノ ール （上記67物質の 1つ）

の問題です。確かに1998年頃は塩ビラ ップの安定剤としてあ

る種のリン酸塩を使用しており 、これが加水分解によ ってノ

二）レフェ ノールに変化していました。 1999年以後当社でも業

界全体でも、 上記リン酸塩を安定剤と して使わない技術を開

発し、 2000年2月以後の製品はノニルフェノ ール問題を完全に

解決しています。
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匿環境コミュニケーション
part.O全社的な「グリーン運動」の取リ組み

環境配慮型経営をめざす信越ポリマー全グ）レープの取リ組みとして、

2000年4月よリ「グリーン運動」を実施しています。

（取リ組み状況 ） こ ーヽノ

生産事業部門におけるGP(Green Plant) 

活動と、販売・業務・事務部門におけ

るGO(Green Office)活動を車の両輪と

して、環境面からの企業体質の強化・

改善及び向上を目指しています。

グリーン運動研修•交流会
グリーン運動に係る教育・研修の場。

2000年3月、研究開発センターにお

いて海外を含む全事業所長、グリー ン

運動推進委員を一堂に集めて第 1回グ

リーン運動研修・交流会を開催しまし

た。

グリーン運動中商報告会

毎期初 (4月、 10月）本社において、

国内の全事業部門長が各事業所のグリ

ーン運動活動計画と進捗状況について

経営トップに報告します。 （海外事業所

は報告書提出）

グリーン運動全社発表会

・年2回 (7月、 11月）各事業部門のグ

リーン運動チームメンバーが活動テ

ーマについて成果発表を行います。

・7月は販売・業務・事務部門系、 11

月は生産事業部門系という区分で開

催されます。中国やマレーシア等海

外事業所からも発表チームが派遣さ

れています。

•発表テーマは環境面にこだわらない

テーマでもよく、これは企業の合理

化・生産性向上の活動は間接的に必

ず環境負荷低減に関係するとの考え

に基づいています。

グリーンナビ運動

・グリーン運動における全社共通テー

マの取り組みでGO活動を補完する

ものです。各事業所から提案のあっ

たテーマを取り上げます。全社発表

会テーマで全社展開が望ましいもの

も取り上げます。

• 実施中のテーマとして「ノーアイド

リング運動」、「電子メール活用レベ

ルアップ」、「ペーパーレス連動」が

あります。

（グリーン運動推進体制 ーヽノ

本社

事業本部

支店•営業所

グリーン運動推進委貝会
東京工場

ー 委貝長：社長
副委負長：環境保安担当取締役

総合企画担当取締役
推進委呉 ：本密長会議メンバー

工場 南陽工場

児玉工場

グリーン瓢麟事□巳）

環境保安グループ

技術グループ

総合企画グループ

生産子会社

販売子会社

しなのポリマー

新潟ポリマー

浦和ポリマー

海外子会社
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（グリーン運動の取リ組み ーヽノ

環境マネジメン ト
システム__ , __ _ 
・継続的改善

全生産事業所

IS014001認証取得

省エネルギー

廃棄物削減

環境経営

成長と環境保全との両立、

環境に配慮しながら持続的
発展を指向する経営

環境パフォーマンス

省エネルギー・ 省資源

• 環境への負荷低減
• 環境技術の高度化

リサイクル

化学物質管理

環境報告書

• 資源枯渇防止

• 地球温暖化防止

・3Rと達正処理

・埋立ゼ□ • 単純焼却ゼロ

・ 躁境配慮型製品の設計 •製造

・省資源、廃棄物の削減

・環境汚染防止

環境会計

情報公開
環境広告

対外連携

敦育 ・訓練
・研修交流会

・社内報

• 従業昌家族への啓蒙

成果

●ノーアイトリング運動
信越ポリマーグループは

ノーアイドリ ング運動に取

り組んでいます。ノーアイ

ドリングとは不必要なエン

ジン駆動をしないようにす ~
ることです。例えば車から野田 義章

5分以上離れる時や駐車場
ば阪支店支店長）

に車を停める時、車中で人を待つ時などに

エンジンを停止させることで、地球温暖化

の主原因である車の排気ガスを減らし、地

球温暖化や大気汚染を防ぐのです。

そもそもこの運動に取り組むきっかけと

なったのは、 1980年代、オランダ赴任時の

原体験に遡ります。私が出勤前にアイドリ

ングをしていると「地球を汚さないで」と

隣人から指摘されました。国土の4分の1

が海抜マイナスのオランダでは誰もが当た

り前のようにノーアイドリ ングを実践して

いるのです。私はそのことに感銘を受ける

とともに、日本でもノーアイドリングを定

着させたいと思いました。

2000年春のスタート当初は、大阪支店だ

けが取り組む小さな運動でした。支店会議

やグループミ ーティングを利用して勉強会

を開催。新聞や雑誌を活用しながら環境問

題を共有し、環境保全意識を高めました。

また、ノーアイドリング運動は大勢の方の

参加が必要なため、世

の中に活動の輪を広げ

ようとPRステッカーも

作成しました。ステッ

カー作成をグリー ン運

動推進事務局にもちか

けたことで、最終的に

は信越ポリマーグループ全体の運動に発展

させることができました。そして、お取引

先にも運動を呼びかけた結果、 30社を超え

る企業からご協力を頂いています。 ドライ

バーの方からは「自らの行動に責任を持つ

ようになった」「納入先で褒められ誇ら し

く思った」との嬉しい声が聞こえてきてい

ます。

環境保全活動は環境負荷低減と地域社会

貢献の2つの軸からなるものです。ノーア

イドリ ング運動は地球温暖化防止だけでな

＜騒音防止にもつながるため、地域共生が

実現でき ます。企業人という立場と地域に

暮らす市民という立場を踏まえ、私たちは

これからも継続してノーアイドリ ング運動

に取り組んでいきます。

●照明見直しによる省エネ

東京工場工務グループ

2000年11月グリーン運動全社発表会に

おいて特別賞を受賞した発表テーマです。

当グループはこの成果を東京工場内全部門

の建屋、事務所照明の見直しに展開すると

同時に、社内電子メール「かわら版」にパ

ンフ レットを掲示して全グループヘの水平

展開を呼びかけています。照明見直しの一

例を上げると、

照明器具内部の安定器をインバータ付に

変え低消費電力化する、照度の高い反射笠

を持つ照明器具に変え明る くなった分、灯

数を削減する等が挙げられます。三交代現

場のよ うに点灯時間が長い場所は後者が効

果的です。

●ペーパーレス運動

Shin-EtsuPolymer (Malaysia) Sdn.Bhd. 情報システム部門

2000年11月グリー ン運動全社発表会に

おいて優秀賞に輝いたテーマ「コンピュー

タ用紙の消費鼠削減」が出発点です。同社

ではコンピュータ帳票の出力削減をテーマ

として取り組み、不要帳票・不要ページの

発行停止、空欄の削減、印刷密度向上など

の対策によ り5万ページの帳票出力を40%

削減しました。 この成果を受けて、信越ポ

リマー情報システムグループは保管資料の

電子化 (CD-R化）によ る業務の効率化と

コンピュータ用紙の削減を進めま した。一

方、単にデータチェックするだけが目的の

ペーパー出力は保管資料分の2倍以上ある

ところから、グリーンナビ運動の一つとし

て「ペーパーレス運動」を取り上げ、デー

タチェッ ク用ペーパー出力の削減への取り

組みを始めました。

．
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（安全衛生活動

安全衛生活動については、各事業

所の安全衛生委員会を中心に「災害

ゼロ」を目標として、設備・作業の

安全管理、作業環境の維持、安全衛

生教育及び健康管理等の活動を推進

ーヽノ

しています。

また、信越ポリマーグループの総

括的組織「環境保安委員会」によ り、

環境保安に関する諸事項の審議、事

故・災害事例の検討及び対策等を行

うとともに、年1回、環境保安グルー

プによる環境保安監査を実施して、

管理の徹底を図っています。

（労働災害発生件数、度数率及び強度率推移） （休業災害度数率推移

ーヽノ

1996 14 4 0.67 0.02 曰 2塁.14 
孟塁 ~ 

1997 6 

゜
0.00 0.00 1.68 

塁□ ""'=昌=出 ゴヨ：三塁
- ;=:I = 1998 10 6 1.85 0.07 1.58 0.09 

~ ,.~ 
1999 13 2 0.62 0,01 1.5ワ 0.20 

L == = 
2000 17 2 0.63 0,01 1.53 0.23 

休業災害度敬率 休業災害による 100万延労働時間当りの死傷者数

休業災害強度率 休業災害による 1000延労働特簡当りの労働損失日数

［→— 信越ポリマ― -----ブラスチック製造業 ］
2.5 

2.14 

r:a 

1.57 1.53 

1.5 

0.67 

（環境保安管理体制

社長

゜1996 1997 1998 1999 2000年度

） ） （休業災害強度率推移

Iー●一 信越ポリマ- ---ブラスチック製造業 ］
0 25 

0.23 0.23 

環境保安委負会
委員長：環境保安担当取締役

環境保安グループ

国内事業所
事業所長

海外事業所
事業所長

0.05 

安全衛生委員会 安全衛生委貝会

0.15 
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匿環境コミュニケーション
part.@社外へ向けての取リ組み

~ ーヽノ ーヽノ

●ユーザーからの環境調査依顆対応

各事業本部に回答総括責任者、技

術担当者を設置し、グリー ン運動

推進事務局 （技術グループ）を窓

口として回答書を提出しています。

●官公庁等外剖諸機関からの

環境関連アンケート調査

官公庁、地方自治体、経済団体連

合会、日本化学工業協会、電子情

報技術産業協会、その他当社加盟

団体より 送付される温室効果ガス

排出抑制、廃棄物排出量削減、

PRTR等に関するアンケート調査に

関して、グリーン運動推進事務局

（技術グループ）を窓口として回答

書を提出しています。

●ホームページの活用

ホームページ上で、「環境保全への

取り組み」について紹介していま

す。(http://www.shinpoly.co.jp)

... 
., 田-oon.,"""'鴫息●鳴・H............ , __瓢-~..,-~,-—.. し...

（社会貢献活動

2000年度に創立40周年を記念し

て、国連難民基金、世界遺産基金、

世界自然保護基金日本委員会、埼玉

県大宮市 「光と緑の基金」等に寄附

しています。

包 、’ーノ
名称

優良危険物施設表彰

平成7年度事業場無災害表彰

防尖•安全管理に関わる表彰

労働安全管理優良事業場表彰

快適職場認定書授与

対象事業所
＝ 
東京工場

東京工場

浦和ポリマー

新潟ポリマー

しなのポリマー・

穂高工場

危険物保安功労事業所表彰 南陽工場

埼玉労働基準局長賞（進歩賞） 浦和ポリマー

平成9年度事業場無災害表彰 東京工場

労働安全管理優良事業場表彰 東京工場

平成11年度事業場無玖§害表彰東京工場

環境行政推進貢献事業所表彰C感謝状）東互こ工場

埼玉労働局長賞 （進歩賞） 東京工場

監督官庁=—~ 大宮市消防署

大宮市防災協会

大宮労働基準監督署
ョ

久喜地区防火安全協会

久喜地区消防組合

新潟労働基準局

長野労働基準局

年月
＝ 
1994年05月

= 
1996年11月

1997年04月

1997年07月

1998年03月

1998年05月

1998年0ワ月

1998年11月

1999年06月

2000年11月

2001年04月

2001年0ワ月

（環境法規制遵守

信越ポリマーでは、 1992年に全グ

ループを統括する環境保安グループ

を設置し、環境保安担当取締役を統

括責任者として、遵法の活動を推進

しています。

年1回実施する環境保安監査では、

、̀_ノ
遵法を前提とした 「環境保安監査チ

ェックリス ト」に基づき、当社に関

わる環境保全関連法規に定められた

規制事項が適正に守られているか、

その管理 ・運営体制の確認を行って

います。

~ ーヽノ （環境保全関連法規
、
•
ノ

2001年度から環境省の「環境会計ガ

イドライン」 (2000年5月発表）に基

づき、環境会計に取り組む予定です。

労働安全衛生法

渭

建築基準法

環境法 • 条例

労働安全衛生法施行令，労働安全衛生規則、ボイラー及び圧力容器安全規則

有椴溶剤中毒予防規則，鉛中毒予防規則、等

消防法施行令、消防法施行規則、危険物の規制に関する政令

危険物の規制に関する規則、失災予防条例準則 （市町村条例）
ー• ● ● " 一・・
建築基準法施行令、建築基準法規則

廃棄物処理法、資源有効利用促進法

化学物質管理促進法 (PRT R法）、省エネルギー法

大気汚染坊止法、水質汚濁坊止法、下水道法、浄化槽法、騒音規制法、振動規制法、等
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國エコカレンダー

信越ポリマーは会社設立以来、常に安全• 健康と環境保全を最優先にして

事業活動を行ってきました。ここではその歴史をまとめてご紹介します。

信越ポリマーグループのエコ• カレンダー

経営•方針など環境マネジメント

1961年04月

鰐工場事務部事務課に「安全衛生担当」設置 11961年09月
東京工場に「安全衛生委員会」設置 1961年09月

1969年12月

1970年04月
東京工場に「環境保全室」設置 I 1973年07月

19ワ3年12月

1974年01月

19ワ4年06月

19ワ5年02月

1980年01月

1983年10月

1989年03月

1989年05月
「環境保安管理規程」施行 1990年11月
「環境保安委貝会」設置 1991年01月
「環境保安グループ」設置 1992年04月

1992年10月

1993年05月

1993年07月

1993年10月

1994年08月
児玉工場が当社グループ初のIS014001認証取得 I 1999年01月

1999年02月

しなのポリマ— IS014001 認証取得 I 1999年04月
1999年0ワ月

2000年03月

「信越ポリマ一環境基本方針」制定 2000年03月
「グリーン運動」キックオフ 2000年04月

2000年06月

2000年07月

2000年12月
南陽工場IS014001認証取得 I 2001年02月

2001年03月
浦和ポリマ―IS014001認証取得 2001年04月
分析センターIS017025認定取得 2001年04月
東京工場IS014001認証取得 2001年07月
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環境保全への取リ組み ※赤字の出来事は、 事業所の設立です

東京工場建設

浦和ポリマー株式会社設立

南陽工場新設

しなのポリマー株式会社設立

新潟ポリマー株式会社設立

PCB使用廃止
東京工場に 「省エネルギー委負会」設置

省エネ法施行で、東京工場が電気管理指定工場に指定

東京工場に「5S運動推進委員会」設置

児玉工場新設

東京工場に「産業廃棄物対策プロジェクトチーム」設置

第1回環境保安監査実施

オゾン層破壊物質 (CFC、ハロン、日CFC等）全廃
購入原材料のMSDS収集開始

水道用甥質塩ビパイプの脱Pb化実施
東京工場・ボイラー燃料変更置［泊→都市ガス）

廃プラのセメント原燃料化リサイクル開始

（しなのポリマー→電化青海工場）

改正省エネ法施行で、東京工場が第1種電気管理及び第2種熱管
理指定工場に指定、南陽工場が第2種電気管理指定工場に指定
容リ法に基づき、国の指定法人・容リ協と委託処理契約締結

（シートフィルム事業）

グリーン運動テーマ分科会 （省エネ郡会・ リサイクル密会）を

スタート

児玉工場、新潟ポリマーが第2種電気管理指定工場に指定
化学物質管理イントラネットシステム構築

東京工場でコ •ジェネレーションシステム導入、 5月運転開始

しなのポリマーが当社グループ初の産廃「埋立ゼロ」を達成



圃会社プロフィール

三会社名：信越ポリマー株式会社
設 立： 1960年9月15日

本 社： 東京都中央区日本橋本町四丁目3番5号

生 産 工 場 ：東京工場 （埼玉県）、児玉工場 （埼玉県）、南陽工場 （山口県）

資本金 ：11,635百万円

連結子会社 ：11社

しなのポリマ一（株）、浦和ポリマ一（株）、新潟ポリマ一（株）、（株）サンエース、ポリマー東日本（株）、

ポリマー化成品（株）、 信越ユニット（株）、Shin-EtsuPolymer America,lnc.、

Shin-Etsu Polymer Europe 8.V.、Shin-EtsuPolymer (Malaysia) Sdn.Bhd.、蘇州信越緊合有限公司

ーヽーノ

従業員数

［●単独n連結〕（単位人）
50007 4,918 

4500 

4000 

3500 

3000 

2500 

2000 

1500 

10001 796 

500 llll!'lll!l 

4,444 4,456 

連結売上高•利益推移

［■ 売上高 十 麟利益 -+-当期純利益 ］（単位 百万円）

85,176 
80,979 

76,638 76,021 

68,126 71,659 • • I 麟,014 

838 846 

゜ 1999年
3月末現在

2000年
3月末現在

2001年
3月末現在

755 I 

1995.3 1996.3 1997.3 1998.3 1999.3 2000.3 2001.3 <決算期）

包竺竺 ‘ー
主要製品

キーパッド （ラバーコンタク ト）、 インターコネクタ一、OA機器用芭品
シリ コーンゴム成形品、塩ビコンパウンド

-------------呵
半導体 ・ 半導体関連容吾、エレクトロバック関連製品、ラップフィルム

包装資材関連事業 プラスチックシー ト関連製品
--------------------------------------------------------------------------------------------------------------------
建設資材 ・工事関連事業他 塩ビパイプ関連製品、 プラスチック波板、 シーラン ト 、 建築・ 店舗設計• 施工、その他

事業区分

電子・機能恕材関連事業

（お固合わせ先 ） 
信越ポリマー株式会社 総務グループ

〒103-0023 東京都中央区日本橋本町四丁目3番5号
TEL 03-3279-1ワ12

FAX 03-3246-2529 

URL http:/ /www.shinpoly.co.jp 
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ShirlEtsu 
信越ポリマー株式会社

〒103-0023
東京都中央区日本橋本町
4丁目3番5号・
http:/ /www.sh1npoly.co.jp 
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